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Ⅰ 調査研究の趣旨 

 平成３１年１月２５日、中央教育審議会から「新しい時代の教育に向

けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方

改革に関する総合的な方策について（答申）」（以下「中教審答申」）及び

文部科学省から「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライ

ン」（以下「上限ガイドライン」）が示されたところである。これにより、

勤務時間管理に当たっては自己申告方式ではなく、ＩＣＴの活用やタイ

ムカード等により客観的に把握すること（中教審答申）や、職務として

行う研修や児童生徒の引率等、校外における勤務時間も「在校等時間」

として外形的に把握すること（上限ガイドライン）、校外における勤務時

間もできる限り客観的な方法により計測すること、教育委員会において、

所属内の公立学校の教師の勤務時間の上限に関する方針等を策定するこ

と、及び、在校等時間の超過勤務を月当たり４５時間以内、年当たり３

６０時間以内とすること等が示された。また、上限ガイドラインは、公

立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（以下「給

特法」）の改正によって法的根拠のある「指針」に格上げされることとな

っており、より実効性が高まることが予想される。 

 さらには、厚生労働省が調査委託した「平成２８年度過労死などに関

する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業」の結果によると、

労働時間を正確に把握することが残業時間の減少、年休の平均取得日数、

メンタルヘルスの状況の良好化に資することが明らかとなっていること

から、学校現場においても勤務時間を正確に把握することが不可欠とな

っている。 

 これらを踏まえ、第４部会では、教育財政の観点から、各都道府県に

おける教員の勤務時間の把握状況や、教員の働き方改革につながる各都

道府県の業務改善の現状や取組を把握し、考察することで、今後の各都

道府県における、施策、事業の検討、また、国への要望に役立てるもの

とする。 
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Ⅱ 調査概要 

１ 調査対象   ４７都道府県（回答率１００％） 

          対象となる学校：都道府県立学校 

                 （※市町村立学校は除く） 

２ 調査期間   令和元年９月１２日から令和元年９月３０日まで 

３ 調査基準日  令和元年８月１日現在 

４ 調査内容 

（１）働き方改革の取組について 

（２）勤務時間の把握・管理等について 

（３）都道府県教育委員会における勤務時間の上限に関する方針等に

ついて 

（４）今後検討予定の事項について 

５ 研究担当県  宮城県、岡山県 
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Ⅲ 調査結果の概要 

１ 勤務時間の把握について 

（１）勤務時間の把握調査 

教員等の勤務時間の実態を把握するための調査（※）を「実施して

いる」のは４２県で、ほとんどの都道府県が行っている。（図１） 

また、「実施していない」と回答した都道府県においても、教員出

退勤管理システムデータやタイムカードなどを活用することで勤務

時間を把握しており、全ての都道府県において、教員の勤務時間の把

握が行われている状況である。 

※文部科学省が実施した「平成２８年度学校教員実態調査」に倣い、

１週間以上の期間を定めた勤務実態調査等 

 

図１ 「勤務時間の実態を把握するための調査」の実施状況  

 

（２）勤務時間の把握・管理 

  ア 勤務時間の管理方法 

    都道府県立学校の教員の勤務時間を把握するために導入してい

る管理方法について、「校内」では「ＩＣＴ（ＩＣカード、パソコ

ンの使用時間等）」が２６県で、半数以上の都道府県が導入してい

る。 

    また、「校外」における管理方法は「（統合型校務支援システム

以外の）表計算ソフトへの本人入力」が２０県で、入力は本人に

実施している

42 県（89%）

実施していない

5 県（11%）
（単位：都道府県数）  
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よる事後申告が多く、客観的な把握は難しい状況である。（図２） 

 

図２ 教員の勤務時間の把握方法  複数回答可 

 

 

    なお、図２の集計結果について、上限ガイドラインで勤務時間

管理に当たっては、自己申告方式ではなく、ＩＣＴの活用やタイ

ムカード等により客観的に把握することが求められていることを

踏まえ、「勤務時間の客観的な把握」の観点から再集計した。（図

３） 

 

図３ 客観的な勤務時間の把握状況  

 

    これによると、「ＩＣＴ（ＩＣカード、パソコンの使用時間等）」

又は「タイムカードによる記録」によって「校内・校外」ともに客

26 県

12 県

3 県
0 県

6 県 7 県7 県

3 県

18 県
20 県

5 県

9 県

0 県
3 県

校内 校外

ICT タイムカード 統合型校務支援システム 管理職の現認 表計算ソフト その他 特に把握していない

校内・校外と

もにしている

12 県（26%）

校内のみしている

17 県（36%）

校内・校外とも

にしていない

18 県（38%）

（単位：都道府県数）  

（単位：都道府県数）  
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観的な方法で把握しているのは１２県、「校内のみ」が１７県で、

合わせて２９県が客観的な把握方法を導入している。 

 

  イ 今後導入を検討している管理方法 

    図３で、「校内・校外ともに客観的な方法で把握していない」と

回答した１８県が今後導入を検討している管理方法は、校内、校

外ともに「ＩＣＴ」が最多であるが、現時点で導入できていない

理由としては、予算の確保等、財政的な理由を挙げている都道府

県が多い。また、「特に検討していない」と回答した都道府県も一

定数存在することから、調査時点では導入に対する都道府県間の

温度差が表れている。（図４） 

 

図４ 今後導入を検討している管理方法 複数回答可 

 

 

   現時点で導入できていない理由（主なもの） 

・財政的理由（システム構築・改修の予算化が困難等） 

・システム開発等に時間を要するため。 

・勤務時間申告・集計等の負担及びシステム改修が課題であるため。 

・既に導入は決定しているが、調査時点では未導入。 

 

（３）勤務時間管理結果の活用 

   多くの都道府県が「産業医面談の対象者抽出」に用いているほか、

8 県

5 県

1 県 1 県

3 県 3 県

8 県

11 県

校内 校外

ICT タイムカード 統合型校務支援システム 特に検討していない

（単位：都道府県数）  



- 6 - 

 

集計結果を学校に周知するなどの活用も見られる。 

 

   勤務時間の把握結果の活用事例 

・産業医面談の対象者抽出 

・集計・分析を行い、多忙化改善に向けた取組の検証を実施 

・時間外勤務時間の職種別平均や８０時間・１００時間超の人数の推

移をとりまとめ、毎月県立学校に周知 

 

２ 長時間勤務の改善状況について 

（１）長時間勤務の改善状況 

   各都道府県が実施している教員の勤務実態に関する調査結果や、

各学校において管理している在校時間の推移状況等から、平成３０

年度の長時間勤務の改善状況について、校種ごとに回答を求めた結

果、「改善している」「やや改善している」と回答した都道府県は、

中学校で１７県（47.2％）、高等学校で２８県（59.6％）、特別支援

学校で２９県（61.7％）となっている。（図５） 

   ※各学校へのＩＣＴ導入が平成３０年度からであり、経年比較が

困難等の理由から回答不能とした都道府県も一定数存在する。

これらの都道府県は、「分からない」として集計している。 

 

図５ 長時間勤務の改善状況  

 

 

   なお、長時間勤務が改善傾向にあると回答した都道府県は、高等

12 県

11 県

7 県

17 県

17 県

10 県

9 県

11 県

7 県

2 県

2 県

1 県

7 県

6 県

11 県

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別支援学校

高等学校

中学校

改善している やや改善 あまり改善していない 改善していない わからない

（単位：都道府県数）  
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学校及び特別支援学校では６割前後である一方、中学校では５割を

下回っている。これは、都道府県立中学校は学校数が少なく（※）、

経年比較が困難である等の理由から「分からない」と回答した都道

府県が多い（１１県）ことも要因の一つであると考えられる。 

   ※都道府県立中学校を設置している３６都道府県中、設置数が１

校～３校は３０県。（出典：文部科学省「令和元年度学校基本調

査」） 

 

（２）働き方改革の推進 

   各都道府県が実施している働き方改革に係る取組のうち、長時間

勤務の改善に効果があったと思われる取組を、①から⑲及び「その

他」の２０項目から３つまで回答を求めた。そして、各都道府県が

「その他」と回答したもののうち、多かったものを⑳から㉓として

集計した結果が下記のとおりである（⑳から㉓以外の「その他」は

㉔として集計。）（図６）。 

 

表１ 長時間勤務の改善に効果があったと思われる取組  

① 業務改善目標（ＫＰＩ）の設定 ⑬ コミュニティ・スクールの導入  

② 業務改善のＰＤＣＡサイクルの構築 ⑭ 地域学校共同活動の推進  

③ 業務実施の統一的な方針の策定  ⑮ 校務支援システムの導入  

④ 事務職員の校務運営への参画の促進  ⑯ ＩＣＴを活用した教材の共有  

⑤ 共同学校事務室の導入  ⑰ 研修・研究事業の見直し（適正化）  

⑥ 部活動指導員の導入  ⑱ 教育委員会実施の調査統計の見直し  

⑦ スクールカウンセラーの導入  ⑲ 教育委員会主催の会議等の見直し  

⑧ スクールソーシャルワーカーの導入  ⑳ 留守番電話の設定  

⑨ スクール・サポート・スタッフの導入 ㉑ 学校閉庁日・定時退庁日の設定  

⑩ スクールロイヤー制度の導入  ㉒ 部活動の適正化（休養日の設定等）  

⑪ 教員の業務量を調整する体制の構築  ㉓ 好事例の共有 

⑫ 福祉部局・警察等との協力連携  ㉔ その他 
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  ア 中学校 

    「⑥部活動指導員の導入」と回答した都道府県が１１県で最多

であり、次点で「⑨スクール・サポート・スタッフの導入」（８県）、

「⑮校務支援システムの導入」（６県）となっている。（図６－１） 

 

図６－１ 中学校 複数回答可 

 

 

    文部科学省が実施した「平成２８年度教員勤務実態調査」（表２）

では、中学校における部活動指導に係る業務時間は、平成１８年

度と平成２８年度を比較すると平日・休日のいずれも増加傾向に

あり、特に、休日における業務時間は平成１８年度調査から「＋

１時間３分」と大幅に増加していることから、教員の部活動指導

に対する負担は大きいものと思われる。 

    中学校においては、部活動指導員を導入することで、教員の部

活動指導に係る負担を軽減することが長時間勤務の改善に有効で

あると考えられる。 

 

表２ 中学校における部活動指導時間の増加（平成 18 年度・28 年度比較）  

平日 休日 

18 年度 28 年度 増減 18 年度 28 年度 増減 

0:34 0:41 ＋0:07 1:06 2:09 ＋1:03 

 

  イ 高等学校 

    「⑮校務支援システムの導入」と回答した都道府県が１５県で

2 2 2
0 0

11

5 4

8

0 1 0 0 0

6

1
3 3 3

1
4 5

1
4

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔

（単位：都道府県数）  
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最多であり、次いで「⑥部活動指導員の導入」（１３県）、「⑦スク

ールカウンセラーの導入」及び「㉒部活動の適正化（休養日の設

定等）」（各８県）となっている。（図６－２） 

 

図６－２ 高等学校 複数回答可 

 

 

    「⑮校務支援システムの導入」は、中学校においても回答が多

かった項目であるが、高等学校ではより多くの回答が得られた。

これは、１校当たりの生徒数が中学校よりも高等学校が多く、生

徒の情報を一元的に管理する上で校務支援システムを利用するこ

とによる負担の軽減の度合いが中学校よりも大きいことが理由と

して考えられる。 

    また、中学校では最多だった「⑥部活動指導員の導入」は、高

等学校でも２番目に多い取組となっている。これは、中学校と同

様に、高等学校においても部活動指導は教員の大きな負担となっ

ているため、それを軽減する上で部活動指導員は有効であるとい

うことの表れであると考えられる。また、「㉒部活動の適正化（休

養日の設定等）」と回答した都道府県が多いことも、教員の部活動

指導に対する負担の大きさが表れていると言える。 

 

  ウ 特別支援学校 

    「⑪教員の業務量を調整する体制の構築」及び「㉑学校閉庁日・

定時退庁日の設定」と回答した都道府県が各８県で最多であり、

次点で「③業務実施の統一的な方針の策定」、「⑰研修・研究事業

の見直し（適正化）」及び「⑲教育委員会主催の会議等の見直し」

4 4 4

0 0

13

8

4
6

0

5

0 1 1

15

2
4 4 4 4

6
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1
4

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔

（単位：都道府県数）  
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が各７県となっている。（図６－３） 

    「㉑学校閉庁日・定時退庁日の設定」は、中学校・高等学校でも

比較的回答が多く寄せられた取組である。中学校及び高等学校で

多く回答された「⑥部活動指導員の導入」及び「㉒部活動の適正

化（休養日等の設定）」は、学校の特性上、回答数が少なかったこ

とから、相対的に「㉑学校閉庁日・定時退庁日の設定」が上位に

なったものと思われる。 

 

図６－３ 特別支援学校 複数回答可 

 

 

   「㉔その他」の中で特徴的な取組（主なもの） 

・時差出勤の実施（中・高・特） 

・年次有給休暇起算日の変更（中・高・特） 

・外部人材を利用した「心のケア支援員」の配置（中） 

・ポータルサイトを利用した朝礼等の効率化（特） 

 

（３）教員の意識改革 

   教員に対して勤務時間を意識した働き方を促すために、教育委員

会で実施している取組は「学校閉庁日の設定（４２県）」や「働き方

に関する研修の実施（３５県）」及び「定時退庁日の設定（３２県）」

が上位となっており、多くの都道府県で取組が進んでいる。（図７） 
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（単位：都道府県数）  
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図７ 勤務時間を意識した働き方を促す取組  複数回答可 

 

３ 長時間勤務の解消に向けた効果的な取組 

  ２（１）において、長時間勤務の改善状況が「改善している」「やや

改善している」と回答した都道府県が、どのような取組を進めている

か分析した。 

 

（再掲）図５ 長時間勤務の改善状況  

 

  

12 県

11 県

7 県

17 県

17 県

10 県

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特別支援学校

高等学校

中学校

改善している やや改善

42 県

35 県

32 県

24 県

20 県

15 県

17 県

学校閉庁日の設定

働き方に関する研修の実施

定時退庁日の設定

働き方改革の観点を踏まえた人事評価の実施

学校評価の活用

「働き方改革通信」等の作成配布

その他

（単位：都道府県数）  

（単位：都道府県数）  
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表３ 「長時間勤務の改善状況」について「改善している」「やや改善している」  

   と回答した県が、「長時間勤務の改善に最も効果があったと思われる」と  

   回答した取組 

項目 中 高 特 

①業務改善目標（ＫＰＩ）の設定  １ ２ ４ 

②業務改善のＰＤＣＡサイクルの構築   １ ２ 

③業務実施の統一的な方針の策定   １ ４ 

⑥部活動指導員の導入  ２ ２  

⑦スクールカウンセラーの導入   １ １ 

⑨スクール・サポート・スタッフの導入  ２ ２ １ 

⑪教員の業務量を調整する体制の構築    ２ 

⑮校務支援システムの導入  ２ ３ １ 

⑱教育委員会実施の調査統計の見直し  １ １ １ 

⑲教育委員会主催の会議等の見直し    ２ 

⑳留守番電話の設定    １ 

㉑学校閉庁日・定時退庁日の設定  １ ３ ３ 

㉒部活動の適正化（休養日の設定等）  ３ ６  

㉓好事例の共有    １ 

㉔その他  １  

※未回答県があるため、（再掲）図５合計数と一致しない。  

 

（１）分析結果 

  ア 中学校・イ 高等学校 

    ２（１）において長時間勤務が「改善している」「やや改善して

いる」と回答したのは中学校で１７県、高等学校では２８県（図

５）であるが、当該回答県が表１に掲げる取組の中で「長時間勤

務の改善に最も効果があったと思われる」と回答した取組（表３）

は「㉒部活動の適正化（休養日の設定等）」が最多であった（中学

校３県、高等学校６県）。 

（単位：都道府県数）  
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    また、同じく部活動に関する取組として「⑥部活動指導員の導

入」と回答した都道府県も中学校、高等学校ともに２県ずつある

ことからも、中学校、高等学校においては教職員の部活動に関す

る負担を軽減することが、長時間勤務の改善に最も効果的である

と考えられる。 

 

  ウ 特別支援学校 

    特別支援学校では、長時間勤務が「改善している」「やや改善し

ている」と回答したのは２９県（図５）で、「①業務改善目標（Ｋ

ＰＩ）の設定」「③業務実施の統一的な方針の策定」（各４県）が

効果が高い結果（表３）となっており、長時間勤務の改善に向け、

具体的な数値目標や業務の統一方針を定め、業務改善への意識を

高めることが長時間勤務の改善に効果が表れていると考えられる。 

 

（２）具体的な取組（好事例の紹介） 

   校種ごとに回答数が多かった項目について、各都道府県の具体的

な取組事例は以下のとおりである。 

 

  ア 中学校 
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  イ 高等学校 

 

 

  ウ 特別支援学校 
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Ⅳ 調査のまとめ 

今回の調査研究では、教員の長時間勤務の解消という観点から、各

都道府県における教員の勤務時間の把握状況を調査した上で、各都道

府県の長時間勤務の改善状況及びそのために効果があった取組につい

て調査を行った。 

 

１ 勤務時間の把握・管理等について 

教員等の勤務時間の実態を把握するための調査を「実施している」

のは４２県で、ほとんどの都道府県が行っており、「実施していない」

と回答した都道府県においても、教員出退勤管理システムデータやタ

イムカードなどを活用することで、勤務時間を把握しており、全ての

都道府県において教員の勤務時間を把握している。 

勤務時間の管理方法のうち、「校内」における管理方法は「ＩＣＴ（Ｉ

Ｃカード、パソコンの使用時間等）」が２６県で半数以上の都道府県が

導入しているが、「校外」における管理方法は「（統合型校務支援システ

ム以外の）表計算ソフトへの本人入力」が２０県となった。 

このように、各都道府県における勤務時間の管理方法は様々であり、

上限ガイドラインで求められているＩＣＴ等による客観的な把握を行

っている都道府県もある一方で、表計算ソフトへの本人入力等によっ

て把握している都道府県も一定数あることが、今回の調査で改めて明

らかとなった。特に、校外における勤務時間を把握する上では各教員

が自己申告によらなければ把握することが困難であり、課題となって

いる。 

また、「校内・校外ともに客観的な方法で把握していない」と回答し

た１８県が今後導入を検討している管理方法は、校内、校外ともに「Ｉ

ＣＴ」であるが、現時点で導入できていない理由としては、予算の確保

等、財政的な理由を挙げている都道府県が多いことが判明した。 

 

２ 働き方改革の取組について 

各都道府県が実施している働き方改革に係る取組のうち、長時間勤
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務の改善に効果があったと思われる取組は、中学校・高等学校では、教

員の負担の大きい部活動指導に対する「部活動指導員の導入」である

と考えられる。また、長時間勤務が改善傾向にある都道府県が、どのよ

うな取組を行っているかについても分析したが、ここでも「部活動の

適正化（休養日の設定等）」、「部活動指導員の導入」が上位となってい

ることから、教員の部活動指導に関する負担軽減が必要である。 

特別支援学校については、長時間勤務の改善に向け、具体的な数値

目標や業務の統一方針を定め、業務改善への意識を高めることが長時

間勤務の改善に効果が表れている。 

そのほか、教員に対して勤務時間を意識した働き方を促すために、

多くの都道府県で「学校閉庁日・定時退庁日の設定」や「働き方に関す

る研修の実施」などに取り組んでいる。 

 

３ 教職員の長時間労働の解消に向けて 

現在、国では教職員の働き方改革を推進するため、「一年単位の変形

労働時間制の導入」や「業務量の適切な管理等に関する指針の策定」に

関して、給特法を改正し、各教育委員会に必要な取組を求めている。ま

た、「ＧＩＧＡスクール構想の実現」として、令和時代のスタンダード

な学校像とした全国一律のＩＣＴ環境整備を進めることとしており、

来年度から始まる新学習指導要領と併せ、学校や教職員を取り巻く環

境は大きな変化を迎えている。 

こうした中、学校現場では、教員の児童生徒に向き合う時間を確保

するために、業務の見直しや外部人材の導入などの働き方改革が急務

となっている。 

今回の調査研究では、働き方改革の第一歩となる「客観的な勤務時

間の把握」が徐々に進んでいることが明らかになったが、なお複数の

都道府県では財政的理由により進んでいない状況も見られた。 

「平成２８年度過労死などに関する実態把握のための労働・社会面

の調査研究事業」で明らかになっているとおり、勤務時間を正確に把

握することが長時間勤務の解消につながる。また、上限ガイドライン
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が「指針」として法制化される中、その前提となる勤務時間の客観的な

把握は重要である。したがって、その環境整備を行うために、国に対し

財政支援を積極的に要望していく必要がある。 

また、「部活動指導員の導入」等、外部人材を活用した取組が、長時

間労働の解消に成果が上がっていることも判明した。 

こうした取組を推進するため、働き方改革に向けたハード面への財

政支援のみならず、外部人材の導入をより一層推進するための財政支

援についても、国に対し引き続き要望を行っていくことが必要である。 
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１　働き方改革の取組について

問１　勤務時間の実態についてお伺いします。

（１） 貴教育委員会では、教員の勤務時間の実態を把握するための調査（※１）を実施していますか。

〈該当する欄に「○」を記入〉

① 実施している →（２）へ

② 実施していない →（３）へ

（２） （（１）で①「実施している」と回答した場合）当該調査の名称、調査対象等についてお答えください。

① 調査名称

② 調査対象

③ 調査頻度

④ 調査期間

⑤ 調査内容

→（４）へ

（３）

（４） 長時間勤務の改善状況についてお伺いします。

平成29年度と比較した場合の、平成30年度の長時間勤務の状況についてお答えください。〈選択肢回答〉

〈１.改善している　2.やや改善している　3.あまり改善していない　4.改善していない　　〉

（（１）で②「実施していない」と回答した場合）調査を実施していない理由をお答えください。〈自由記述〉

中学校（※２）

高等学校（※２）

特別支援学校

※１ 文部科学省が実施した「平成28年度学校教員実態調査」に倣い、１週間以上の期間を定めて勤務実態等

を調査するもの。なお、在校等時間について調査していれば「実施している」で回答してください。（当該調査の調

査項目に「各教員の担当教科や校務分掌等」、「ストレスチェック」等を含んでいる必要はありません。）

（１）で①「実施している」と回答した場合は、最新の調査結果と過去の調査結果を比較して、②「実施していない」

と回答した場合は、各学校で管理している在校時間の推移状況、または、貴教育委員会において策定している業

務改善方針等の達成状況等を鑑みて総合的に判断願います。

※２ 義務教育学校、及び中等教育学校についても把握している場合は，適宜該当する校種に含めて判断してく

ださい。
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問２　働き方改革の推進についてお伺いします。

（１）

① ⑪

② ⑫

③ ⑬

④ ⑭

⑤ ⑮

⑥ ⑯

⑦ ⑰

⑧ ⑱

⑨ ⑲

⑩ ⑳

1位 2位 3位

（２）

① ⑪

② ⑫

③ ⑬

④ ⑭

⑤ ⑮

⑥ ⑯

⑦ ⑰

⑧ ⑱

⑨ ⑲

⑩ ⑳

1位 2位 3位

業務実施の統一的な方針の策定 コミュニティスクールの導入

事務職員の校務運営への参画の促進 地域学校共同活動の推進

共同学校事務室の導入 校務支援システムの導入

貴教育委員会で実施している働き方改革に係る取組で、改善に効果があったと思われる取組について校種ご

とに３つ以内で選択し、順位付けしてお答えください。〈選択肢回答〉

業務改善目標（KPI）の設定 教員の業務量を調整する体制の構築

業務改善のPDCAサイクルの構築 福祉部局・警察等との協力連携

スクールサポートスタッフの導入 教育委員会主催の会議等の見直し

スクールロイヤー制度の導入 その他

（１）　効果があった取組

「⑳その他」の場合はその内容〈自由記述〉

部活動指導員の導入 ICTを活用した教材の共有

スクールカウンセラーの導入 研修・研究事業の見直し（適正化）

スクールソーシャルワーカーの導入 教育委員会実施の調査統計の見直し

貴教育委員会で実施している働き方改革に係る取組で、実施したものの思うような効果がなかった取組につ

いて校種ごとに３つ以内で選択し、順位付けしてお答えください。〈選択肢回答〉

業務改善目標（KPI）の設定 教員の業務量を調整する体制の構築

業務改善のPDCAサイクルの構築 福祉部局・警察等との協力連携

業務実施の統一的な方針の策定 コミュニティスクールの導入

中学校

高等学校

特別支援学校

スクールカウンセラーの導入 研修・研究事業の見直し（適正化）

スクールソーシャルワーカーの導入 教育委員会実施の調査統計の見直し

スクールサポートスタッフの導入 教育委員会主催の会議等の見直し

事務職員の校務運営への参画の促進 地域学校共同活動の推進

共同学校事務室の導入 校務支援システムの導入

部活動指導員の導入 ICTを活用した教材の共有

高等学校

特別支援学校

スクールロイヤー制度の導入 その他

（２）　思うような効果がなかった取組

「⑳その他」の場合はその内容〈自由記述〉

中学校
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（３）

【中学校】

【高等学校】

【特別支援学校】

（４） 問２（２）「思うような効果がなかった取組」についてお伺いします。 　　

効果が得られなかった要因についてお答えください。〈複数選択可：該当する欄に「○」を記入〉

中 高 特

①

②

③

④

④「その他」の具体的な内容〈自由記述〉

問２（１）「効果があったと思われる取組」のうち、最も効果があった取組の概要について校種ごとにお答えく

ださい。〈自由記述〉

概要

概要

効果

課題

効果

課題

今後の方針

課題

今後の方針

財政的理由

今後の方針

概要

効果

特別支援学校

人的理由（人材確保、資質向上等）　※財政的理由を除く

制度的理由

その他（具体的に記入↓）

中学校

高等学校
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２　勤務時間の把握・管理等について

問１　勤務時間の把握・管理についてお伺いします。

（１）

校内 校外

①

②

③

④

⑤

⑥ （ ）

⑦

（２）

（３）

校内 校外

①

②

③

④

（４）

問２　勤務時間管理結果の活用についてお伺いします。

問１（１）で把握・管理した勤務時間結果を活用している事例があればお答えください〈自由記述〉

都道府県立学校の教員の勤務時間を把握するために貴教育委員会で導入している管理方法について「校内」「校

外」別にお答えください。〈複数選択可：該当する欄に「○」を記入〉

把握・管理方法

ICT（ICカード，電子計算機の使用時間（パソコンのログイン・ログアウトなど））

タイムカードによる記録

（１）の「校外」欄で選択した方法について、校外における勤務時間を把握・管理する上で工夫していること及

び課題があればお答えください。〈自由記述〉

工夫

課題

以下の把握・管理方法のうち、今後導入を検討しているものがあればお答えください。〈複数選択可：該当する

欄に「○」を記入〉

統合型校務支援システム（※３）への本人入力

校長等の管理職の現認

（③以外で）表計算ソフト（エクセル等）への本人入力

その他

特に把握していない

把握・管理方法

ICT（ICカード，電子計算機の使用時間（パソコンのログイン・ログアウトなど））

タイムカードによる記録

統合型校務支援システム

特に検討していない→　問２へ

（（３）で①～③を選択した場合）現在その把握・管理方法を導入していない・できていない理由をお答えくだ

さい。〈自由記述〉

「校内」とは： 学校内での勤務

「校外」とは： 校外での会議，研修，対外試合引率 等

※３ 教務系（成績処理、出欠管理、時数管理等）、保健系（健康診断票、保健室来室管理等）、学籍系（指導要録

等）、学校事務系などを統合した機能を有しているシステム

- 22 -



問３ 教員の意識改革についてお伺いします。

（１）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦ （ ）

⑧

(２）

３　都道府県教育委員会における勤務時間の上限に関する方針等について

問１ 勤務時間の上限に関する方針についてお伺いします。

（１）

〈選択肢回答： 1　策定済　2　検討中〉

（２） 上記方針の策定時期及び、検討中の場合は予定時期をお答えください。〈自由記述〉

（３）

問２ アクションプランについてお伺いします。

（１） 貴教育委員会では、問（１）の方針を実現するためのアクションプランを策定していますか。

〈選択肢回答： 1 策定済　2　検討中　3　策定予定なし〉

（２）

策定時期

（３）

教員に対して勤務時間を意識した働き方を促すために、都道府県教育委員会として実施している取組を回答して

ください。〈複数選択可：該当する欄に「○」を記入〉

定時退庁日の設定

学校閉庁日の設定

働き方に関する研修の実施

教員が勤務時間を意識した働き方を行うよう促す上で成果があった取組があれば記入してください。〈自由記

述〉

貴教育委員会では、「上限ガイドライン」※４を参考に、所管内の公立学校の教師の勤務時間の上限に関する方

針を策定していますか。

策定状況

策定時期

働き方改革の観点を踏まえた人事評価の実施

学校評価の活用

「働き方改革通信」等の作成配布

その他 〈自由記述〉

特に実施していない

（問２（１）で「３　策定予定なし」と回答した場合）アクションプランを策定しない理由があればお答えくだ

さい。〈自由記述〉

（（１）で「１　策定済」と回答した場合）方針の実効性を担保する上で課題と思われることを記入してくださ

い。〈自由記述〉

策定状況

（問２（１）で「１　策定済」又は「２　検討中」と回答した場合）具体的な策定（予定）時期をお答えくださ

い。〈自由記述〉

※４ 「上限ガイドライン」とは平成31年1月25日文部科学省「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラ

イン」をいう。
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問３

４　今後検討予定の事項について

〈以上。ご協力ありがとうございました。〉

長時間労働の解消に向けて、貴教育委員会において今後新たに取り組みたいことがあれば、お答えください。

〈自由記述〉

貴教育委員会の働き方改革の方針、または、アクションプラン等における重点項目（柱となる主な取組項目）に

ついてお答えください。なお、策定中の場合は、重点（柱となる項目）予定・検討中の取組みについて記入して

ください。〈自由記述〉

公表ＵＲＬ

【お願い】今後の参考のため 「方針」及び「アクションプラン」を策定済みの都道府県におかれ

ましては、調査票と一緒に、それぞれについて、データで提供いただけると、幸いです。なお、

ホームページにて公表している場合は、以下にそのＵＲＬを入力することで代用していただい

ても結構です。
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教職員の長時間労働を解消するための働き方改革について

（令和元年度研究報告書  No.４） 

全国都道府県教育長協議会第４部会 
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